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令和２年３月４日 　
　   （水 曜 日）号外第６号

　条 例　

　奈良市下水道条例及び奈良市農業集落排水処理施設条例
の一部を改正する条例をここに公布する。
　令和元年６月24日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１号�
　　　奈良市下水道条例及び奈良市農業集落排水処理施設

条例の一部を改正する条例
　（奈良市下水道条例の一部改正）
第�１条　奈良市下水道条例（昭和51年奈良市条例第16号）
の一部を次のように改正する。
　�　第18条第２項中「額は」の次に「、１月につき150円
の基本使用料に」を、「定める額」の次に「を加えて得
た額」を加え、同項各号中「よつて定める」を「応じて
算定する」に改め、同条第４項を同条第５項とし、同条
第３項の表を次のように改める。

　�　第18条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項
を加える。
　３�　前項の規定にかかわらず、前条の規定により管理者
の許可を受けて一時的に公共下水道を使用して汚水を
排除する場合の使用料の額は、当該排除された汚水（以
下「一時排水」という。）の水量使用料の額に100分の
108を乗じて得た額とする。この場合において、その
額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。

　　第18条の次に次の１条を加える。
　　（基本使用料の額の特例）
第�18条の２　月の15日までに公共下水道の使用を休止し、
若しくは廃止したとき又は月の16日以降において使用
を開始し、若しくは再開したときの基本使用料の額は、
前条第２項の基本使用料の額の２分の１の額とする。
２�　次条第１項第１号に該当する場合において、奈良市
水道事業給水条例（昭和33年奈良市条例第14号。以下
「給水条例」という。）第26条第３項の規定が適用され
るときの基本使用料の額は、前条第２項の基本使用料
の額に水道水（給水条例に基づき給水される水をいう。
以下同じ。）を使用する戸数を乗じて得た額とする。
　第19条第１項中「の各号」を削り、同項第１号中「（奈
良市水道事業給水条例（昭和33年奈良市条例第14号）に
基づき給水される水をいう。以下同じ。）」を削り、同
項第３号中「第17条の規定により許可を受けて一時的に
公共下水道を使用した」を「一時排水を排除した」に改
める。
　第21条第１項中「の各号」を削り、同項第１号中「奈
良市水道事業給水条例」を「給水条例」に改め、同条第
２項中「第17条の規定により許可を受けて下水を排除して、
一時的に公共下水道を使用する」を「一時排水を排除する」
に、「水量使用料」を「使用料」に改め、同条第３項中「一
時的に公共下水道を使用する」を「一時排水を排除する」
に改める。
　（奈良市農業集落排水処理施設条例の一部改正）
第�２条　奈良市農業集落排水処理施設条例（平成12年奈良

市条例第43号）の一部を次のように改正する。
　　第12条の次に次の１条を加える。
　　（排水処理施設の一時使用）
　第�12条の２　土木又は建築に関する工事の施行に伴う汚
水を排除するため一時的に排水処理施設を使用しよう
とする者その他汚水を排除して一時的に排水処理施設
を使用しようとする者は、あらかじめ管理者の許可を
受けなければならない。
　第16条第２項中「額は」の次に「、１月につき150円
の基本使用料に」を加え、「金額に」を「金額を加えて
得た額に」に改め、同条に次の１項を加える。
３�　前項の規定にかかわらず、第12条の２の規定により
管理者の許可を受けて一時的に排水処理施設を使用す
る場合の使用料の額については、奈良市下水道条例第
18条第３項の規定の例による。
　第16条の次に次の１条を加える。
　（基本使用料の額の特例）
　第�16条の２　月の15日までに排水処理施設の使用を休止
し、若しくは廃止したとき又は月の16日以降において
使用を開始し、若しくは再開したときの基本使用料の
額は、前条第２項の基本使用料の額の２分の１の額と
する。
２�　第18条第１項第１号に該当する場合において、奈良
市水道事業給水条例（昭和33年奈良市条例第14号。以
下「給水条例」という。）第26条第３項の規定が適用
されるときの基本使用料の額は、前条第２項の基本使
用料の額に水道水（給水条例に基づき給水される水を
いう。以下同じ。）を使用する戸数を乗じて得た額と
する。
　第18条第１項第１号中「（奈良市水道事業給水条例（昭
和33年奈良市条例第14号）に基づき給水される水をいう。
以下同じ。）」を削り、同項第３号中「前２号」を「前３号」
に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の
１号を加える。
　⑶�　第12条の２の規定により許可を受けて一時的に排
水処理施設を使用した場合の汚水排出量は、当該工

排水区分

使用料区分

一般排水
中間排水 特定排水 一時排水共同浴場及び

公衆浴場
その他

水量使用料（汚水排出量
１立方メートルにつき）

69円 124円 179円 227円 130円
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事の内容、汚水の排除の方法その他の態様を勘案し
て、管理者が認定する。

　第19条第１号中「奈良市水道事業給水条例」を「給水
条例」に改め、同条第２号中「前条第１項第２号又は第
３号」を「前条第１項第２号、第３号又は第４号」に改
め、同条に次の１項を加える。
２�　前項に定めるもののほか、第12条の２の規定により
管理者の許可を受けて一時的に排水処理施設を使用す
る場合の使用料の徴収方法等については、奈良市下水
道条例第21条第２項及び第３項の規定の例による。
　第25条中「次の」の次に「各号の」を加え、同条中第
５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。
　⑸�　第12条の２の規定による許可を受けないで一時的
に排水処理施設を使用した者

　別表中「108円」を「124円」に、「156円」を「179円」
に、「198円」を「227円」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、平成32年４月１日から施行する。
　（経過措置）

２�　第１条の規定による改正後の奈良市下水道条例第18条
第２項から第４項まで及び第18条の２の規定並びに第２
条の規定による改正後の奈良市農業集落排水処理施設条
例第16条第２項及び第３項、第16条の２並びに別表の規
定は、平成32年５月分以後の分として徴収する使用料に
ついて適用し、同年４月分までの分として徴収する使用
料については、なお従前の例による。

（令和元年６月24日掲示済）　

　規 則　

　奈良市後期高齢者医療に関する規則の一部を改正する規
則をここに公布する。
　令和元年６月25日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市規則第２号
　　　�奈良市後期高齢者医療に関する規則の一部を改正す

る規則
　奈良市後期高齢者医療に関する規則（平成20年奈良市規
則第16号）の一部を次のように改正する。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２�　この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の奈
良市後期高齢者医療に関する規則の規定に基づき作成さ
れている用紙は、当分の間、必要な調整をして使用する
ことができる。

（令和元年６月25日掲示済）　

　告　　　　　　　示　

奈良市告示第60号
　奈良市家庭用ソーラーパネル設置補助金交付要綱等を廃
止する告示を次のように定める。
　令和元年６月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
　　　�奈良市家庭用ソーラーパネル設置補助金交付要綱等

を廃止する告示

　次に掲げる告示は、廃止する。
　⑴�　奈良市家庭用ソーラーパネル設置補助金交付要綱（平
成22年奈良市告示第285号）

　⑵�　奈良市健康エコハウス（雨水タンク）補助金交付要
綱（平成24年奈良市告示第292号）

　⑶�　奈良市電気自動車用充電設備設置補助金交付要綱（平
成24年奈良市告示第562号）

　　　附　則
　この告示は、令和元年６月６日から施行する。

（令和元年６月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第８６号
　奈良市ファミリー・サポート・センター利用料助成事業
実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。
　令和元年６月１９日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
　　　�奈良市ファミリー・サポート・センター利用料助成

事業実施要綱の一部を改正する告示
　奈良市ファミリー・サポート・センター利用料助成事業

　　　　　　　　　　　　　　「
　別記第１号様式（５枚目）中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「	 「
	  に、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
	 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
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実施要綱（平成３０年奈良市告示第４８７号）の一部を次のよ
うに改正する。
　第７条中「助成事業の実施期間」を「第５条の規定によ
り助成決定を受けた助成事業の実施期間（以下「助成期間」
という。）」に、「第５条」を「同条」に、「から」を「（以
下「助成決定日」という。）以後で市長が定める日から」
に改め、同条ただし書を削り、同条に次の１項を加える。
２�　前項の規定にかかわらず、申請日が４月から６月まで
の場合における市民税非課税世帯に属する申請者に係る
助成期間は、助成決定日以後の市長が定める日からその
日の属する年度の７月末日までとする。この場合におい
て、当該申請者が当該年度分の市民税非課税世帯に属す
ることが明らかになり、かつ、当該申請者から前条の規
定による届出がないときは、当該助成期間は、当該申請

年度の末日まで延長されるものとする。
　第１４条第２項を次のように改める。
２�　市長は、前項の規定により助成決定を取り消した場合
は、奈良市ファミリー・サポート・センター利用料助成
決定取消通知書（別記第６号様式）により助成会員に通
知するものとする。
　第１４条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を
加える。
３�　第１項の規定により取消しをされた助成会員は、既に
取り消された期間において助成事業による助成を受けて
いるときは、速やかに当該助成に係る助成利用料に相当
する額を援助会員に支払わなければならない。
　別記第１号様式を次のように改める。
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　別記第３号様式を次のように改める。

　別記第５号様式の次に次の１様式を加える。
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１
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の

告
示

は
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和
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月

１
９

日
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ら
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行
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。
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・
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　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和元年６月19日から施行する。
　（経過措置）
２�　この告示による改正後の奈良市ファミリー・サポート・
センター利用料助成事業実施要綱（第７条第１項を除く。）
の規定は、令和元年度予算に係る助成事業から適用する。

（令和元年６月19日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第１０６号
　奈良市生ごみ処理機器購入助成金交付要綱の一部を改正
する告示を次のように定める。
　令和元年６月２７日

奈良市長　仲　川　元　庸　
　　　�奈良市生ごみ処理機器購入助成金交付要綱の一部を

改正する告示
　奈良市生ごみ処理機器購入助成金交付要綱（平成３年奈
良市告示第８５号）の一部を次のように改正する。
　第３条第１項中「２分の１」の次に「（生ごみ堆肥化容
器にあっては、３分の２）」を加え、同項第２号中「５，０００円」
を「７，０００円」に改める。
　　　附　則
　この告示は、令和元年７月１日から施行し、同年４月１

日以後に購入された生ごみ堆肥化容器に係る助成金から適
用する。

（令和元年６月27日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第１０９号
　奈良市学校給食費の管理に関する要綱の一部を改正する
告示を次のように定める。
　令和元年６月２８日

奈良市長　仲　川　元　庸　
　　　�奈良市学校給食費の管理に関する要綱の一部を改正

する告示
　奈良市学校給食費の管理に関する要綱（平成２６年奈良市
告示第２００号）の一部を次のように改正する。
　第８条第２項中「別記第５号様式）」の次に「及び奈良
市学校給食費過年度債権内訳（第５号様式の２）」を加え、
同条に次の１項を加える。
３�　前項の催告を行った場合において、徴収対象者からの
申出、債務の承認及び納付の誓約があったときは、市長
は、当該学校給食費について、奈良市学校給食費分納計
画書兼納付書（別記第５号様式の３）により通知し、分
割して納付させることができる。
　別記第５号様式中「請求年月」を「請求年度」に改め、
同様式の次に次の２様式を加える。

第
５
号
様
式
の
２
（
第
８
条
関
係
）

　
別
紙

 

第
５

号
様
式

の
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（
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８
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関

係
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に
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。
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訳

請
求

年
月

請
求
金

額
未

納
金

額
請

求
年

月
請

求
金

額
未

納
金

額
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　　　附　則
　この告示は、令和元年６月28日から施行する。

（令和元年６月28日掲示済）　

　公 営 企 業　

奈良市企業局告示第６号
　奈良市企業局において発行する納付書、納入通知書及び
領収書の一部を改正する告示を次のように定める。
　令和元年６月２４日
　　　　　　　　　　　　　　　奈良市公営企業管理者

　　池　田　　　修　
　　　�奈良市企業局において発行する納付書、納入通知書

及び領収書の一部を改正する告示
　奈良市企業局において発行する納付書、納入通知書及び
領収書（昭和５５年奈良市水道局告示第９号）の一部を次の
ように改正する。
　別記第４号様式中「平成　　　年　　　月　　　日」を
「年　　　月　　　日」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和元年６月24日から施行する。
　（経過措置）
２�　この告示の施行の際、現にこの告示による改正前の奈
良市企業局において発行する納付書、納入通知書及び領
収書別記第４号様式の規定に基づき作成されている用紙
は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。

（令和元年６月24日掲示済）　

　　　　� 　　 　
奈良市企業局告示第７号
　配水管等の破損事故に係る工事負担金請求事務等取扱要
綱の一部を改正する告示を次のように定める。
　令和元年６月２４日
　　　　　　　　　　　　　　　奈良市公営企業管理者

　　池　田　　　修　
　　　�配水管等の破損事故に係る工事負担金請求事務等取

扱要綱の一部を改正する告示
　配水管等の破損事故に係る工事負担金請求事務等取扱要
綱（平成27年奈良市企業局告示第82号）の一部を次のよう
に改正する。
　別記様式中「平成　　　年　　　月　　　日」を「年　
　　月　　　日」に改める。
　　　附　則
　この告示は、令和元年６月２４日から施行する。

（令和元年６月24日掲示済）　

　正 誤　

平成28年７月８日付け奈良市公報号外第６号

ページ 段 行 誤 正

４ 右

２２ 事業実施 軽減制度事業の実施

２３ 同条に規定する助成措置
同条第１項又は第３項
の規定による助成

２４ 本事業 軽減制度事業
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